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別冊資料

＜最終報告書(案)作成の視点＞

・事実関係を極力忠実・詳細に記述
・データに基づく科学的合理性を持っ

て被災機構を記述
・被災機構を反映した本復旧工法の基

本を記述
・残された課題等は「今後の堤防整備

と管理に向けて」と題して記述
・赤字は中間報告書(案)からの追加

• 中間報告の構成を基本として、調査結果等から得られた知見や考察を記載する。
• 詳細の調査結果は、別冊資料としてとりまとめる予定。
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追加情報の編集方針追加情報の編集方針

３）被災した堤防の応急復旧・緊急復旧

＜平成23年3月14日＞ ＜平成23年3月14日＞

＜平成23年3月18日＞

ビニールシートによる応急処置

クラック箇所の切
り返し、埋め戻し

堤防被災状況

【事例】江合川渕尻地区
＜緊急復旧状況＞

＜平成23年3月28日＞

＜平成23年4月6日＞

緊急復旧完了

護岸整備状況

（２）直轄河川管理施設における被災の概要

（１）堤防被災の形態

２．１ 地震による堤防被災の実態及び特徴

＜編集方針＞

・今次の地震で被災し緊急復旧工事を実施した22内、先行的に土質調査を実施した
15箇所及び中規模被災箇所（一般災箇所）で先行的に土質調査を実施した橋浦地
区の被災実態（被災断面のスケッチ、特徴的な写真等）、堤防断面の土質構成
（ボーリング結果に基づく推定）を各箇所２枚程度で示す

・一般災についても事例として１枚示す

・巻末に各箇所毎の被災実態、調査結果を示す

・変形タイプはA1、A2、A3、B1、B2とし、変形タイプの特徴と発生頻度を示す

（２）堤防被災箇所と基礎地盤微地形

＜編集方針＞

・地震被災箇所と基礎地盤微地形の関係を整理する。

（３）堤体及び基礎地盤の土質と地下水位

＜編集方針＞
今次の地震で被災し緊急復旧工事を実施した22内、先行的に土質調査を実施した

15箇所及び中規模被災箇所（一般災箇所）で先行的に土質調査を実施した橋浦地区
の土質データにより以下の事実関係を記述する。

①基礎地盤

・基礎地盤土質構成

・基礎地盤表層の土質毎のN値の程度

・基礎地盤表面の断面形状

②堤体

・堤体は複雑な築堤履歴を有しており、これをボーリング調査により確定することは

難しいが、堤体下部でサンプリングされた堤体土質とN値の程度

③地下水位

・堤内地盤高との関係で地下水位の高さ

・地下水位の断面形状

－ ２ －

＜編集方針＞

・河川堤防の応急復旧・緊急復旧の状況について、出水期までにどのような対応を
行ったのか、復旧タイプ（原形復旧又は仮締切など）別の事例を時系列で示す

・震災直後における矢板等の資材調達など、特に苦労した事項を記載し、対応状況を
伝承できるようにする

【応急復旧・緊急復旧における課題等】

・震災直後は、通信手段の途絶、重機
等の燃料確保が困難であったため、
○○により優先的に確保した。

・大量の矢板・ブロック等を確保するた
め行った対応等により、確保が可能と
なった。

など

※江合川は４月１日から出水期となるため、断面確保を優先



追加情報の編集方針追加情報の編集方針

（４）天端沈下量及び側方変位量

２．１ 地震による堤防被災の実態及び特徴

（１）基礎地盤の圧密特性

２．２ 地震による堤防被災機構

＜編集方針＞

今次の地震で被災し緊急復旧工事を実施した22内、先行的に土質調査を実施した
15箇所及び中規模被災箇所（一般災箇所）で先行的に土質調査を実施した橋浦地区
の土質データにより以下の事項を記述する

・基礎地盤粘性土の塑性図、自然含水比と液性限界、e-logP曲線、等より、粘性土
の圧密特性

・ボーリング調査から得られた圧密沈下量と圧密計算による予測値の比較

・圧密沈下量予測の留意事項

＊河川毎の圧密沈下特性が得られるかにも着目

＜編集方針＞

今次の地震で被災し緊急復旧工事を実施した22及び中規模被災箇所（一般災箇
所）で先行的に土質調査を実施した橋浦地区のデータにより以下の事実関係を記述
する

①被災前の堤防高と沈下量との関係を過去の事例との比較

②天端沈下量に対する側方への堤体の変動量（断面積の変化量）との関係

③堤防の沈下・陥没等による減少量と側方変動量との関係

＊②、③については変形タイプとの関係も考察

（５）堤防開削調査でみる被災堤防の特徴

＜編集方針＞

鳴瀬川下中ノ目上流地区、阿武隈川枝野地区での開削調査の状況を各２枚程度で
提示し、得られた知見を下記の事項毎に整理する

・密沈下した基礎地盤面の状態

・ブロック化した堤体及び堤体下部の状態

・砂脈の方向及び規模

・地下水位の高さ

＊下中ノ目上流地区で確認された、のり面下部の基礎地盤表層に沿って外に向かう

大規模な砂脈は強調

（６）既往地震による被災箇所の今次地震での被災状況

＜編集方針＞

今次地震により広範囲に堤防被災を受けた北上川水系及び鳴瀬川水系では、過去
の地震においても多くの箇所で堤防被災があった（昭和37年宮城県北部地震、昭和
54年宮城県沖地震、平成15年宮城県北部地震）。このため、今次地震による堤防被
災箇所と過去の地震による被災箇所マップ化し、以下の視点で整理する。

・被災箇所の重複（地震被災の反復性）。

・過去の復旧で実施した地盤改良等の効果

・事前対策で実施した耐震対策の効果

（２）堤体材料の特性

＜編集方針＞

今次の地震で被災し緊急復旧工事を実施した22内、先行的に土質調査を実施した
15箇所及び中規模被災箇所（一般災箇所）で先行的に土質調査を実施した橋浦地区
の土質データにより以下の事項を記述する

・堤体下部材料の土粒子密度と自然含水比との関係

・堤体下部材料の細粒分含有率と塑性指数との関係

＊堤体下部では、元々存在していた材料に変わり、地震後には堤体の沈下変形に
より堤体中上部にあった堤体材料に置き換わっている場合もあることを開削調査
でのデータ整理より考察

（３）被災箇所と無被災箇所の土質、地下水位等の比較

＜編集方針＞

今次の地震で被災し緊急復旧工事を実施した22内、先行的に土質調査を実施した
15箇所及び中規模被災箇所（一般災箇所）で先行的に土質調査を実施した橋浦地区
のデータにより被災箇所と無被災箇所について以下の視点からその違いを記述する

・基礎地盤土質構成、圧密沈下量

・堤体下部の土質材料

・地下水位の高さ及び断面形状

＊被災箇所及び無被災箇所の土質断面図の比較図をのせる

－ ３ －



追加情報の編集方針追加情報の編集方針

（４）液状化特性と被災形態等

２．２ 地震による堤防被災機構

（６）堤防被災の主要因と変形過程

２．２ 地震による堤防被災機構

＜編集方針＞

以上の結果を基に堤防変形タイプと液状化タイプ(閉封飽和域、基礎地盤)との関係、
閉封飽和域の面積、FL値との関係等を考察し、堤防変形過程を説明する

＊なお、被災箇所に連続して位置する堤防では無被災箇所も存在する。被災箇所と
無被災箇所で大きく異なる事項は、堤体内の地下水位の存在であり、被災箇所堤
防は降雨等により形成された堤体内浸潤線が長期間に亘り保持されやすい堤防土
質構造及び地形特性を有していることも付記

＜編集方針＞

今次の地震で被災し緊急復旧工事を実施した22内、先行的に土質調査を実施した
15箇所及び中規模被災箇所（一般災箇所）で先行的に土質調査を実施した橋浦地区
のデータにより以下の分析を行い考察する

①被災堤防の液状化箇所とその範囲

・閉封飽和域と基礎地盤液状化の区別

・FL値の分布

②基礎地盤の圧密沈下量と堤防変形量との関係

③閉封飽和域の面積と堤防変形量との関係

④閉封飽和域の厚さ(最大高さ)と堤防被災との関係

⑤平均的地盤面以上の堤体内地下水位の高さと堤防被災との関係

⑥堤防の形状及び応力緩和域と堤防被災との関係

＊佐々木 康：地震時の地盤・土構造物の流動性および永久変形に関するシンポ
ジウム、地盤工学会、1998）を参考に、被災堤防の形状及び応力緩和域と堤防
被災との関係を今次地震箇所で整理

⑦細粒分含有率が多く高塑性材料の液状化の可能性

（５）地震時変形解析

＜編集方針＞

静的変形解析手法を用いた被災堤防での計算結果及び堤防変形に影響を及ぼす
要因の感度分析、動的変形解析手法を用いた被災堤防での計算結果等を通じて、今
次地震での堤防被災の変形過程を考察する

①静的変形解析手法による解析結果

・各箇所ともモデル図、変形解析結果、FL分布図、応力図を示す

・天端沈下量、側方変形量の実量との比較図

②地震時変形解析等を用いた各種感度分析

「地震外力の違いが堤防変形に及ぼす影響」、「堤体内地下水位が堤防変形に
及ぼす影響」、「基礎地盤中位にある砂層(液状化層)が堤防変形に及ぼす影響」に
ついての感度分析結果を考察

－ ４ －



追加情報の編集方針追加情報の編集方針
３．１ 津波による堤防被災の特徴及び被災機構

５．今後の堤防整備と管理に向けて

＜編集方針＞

○基本的には委員からの意見を基に構成するが、これまでの検討会の中で出された
意見等から、事務局で必要と考えている内容を記載する

（例示）

・初期調査が堤防の復旧工法を検討する上で重要であるが、早期に応急復旧する必
要性と相反することから、効率的な調査は重要であることを記載（３Dスキャン等の技
術の活用の例示）

・堤防のモニタリングが重要であるが、地下水位の観測や変位の計測等には新技術
の活用が有効であることを記載（光ファイバー水位計、ICチップ等の例示）

・堤防(堤体及び基礎地盤)に関する過去の被災状況や復旧工法、縦断的な基礎地盤
状況等を整理し、常時の河川管理に活用することが重要であることを記載（堤防地
盤図の作成等）

（３）津波高等と堤防被災形態

＜編集方針＞

津波高及び津波の向きと堤防被災形態について考察を加える

別冊資料

＜編集方針＞

・堤防被災箇所マップ

・被災箇所毎の被災形態及び土質調査結果等(大規模被災箇所、中規模被災箇所、
大規模被災箇所については地下水位観測、圧密計算及び液状化判定、地震時変形
計算含む)

・被災箇所での開削調査結果(築堤履歴調査含む)

・強震計設置箇所での強震記録と分析結果

・津波被災箇所毎の被災形態及び痕跡高等調査結果等

－ ５ －

※今回の検討の中で示され、重要な各種指標（FL,Fc,Ip等）やグラフの見方あるいは
捉え方について、解説書的なものを補足としてつけたい。

例示としては「液状化対策技術検討会議」検討成果に収録されている「液状化判定
とは」や「PL値とは」のような内容。

また、了解が得られれば、佐々木先生や風間先生等の参考となるこれまでの論文
やスケッチの仕方、等を収録したい。

参考情報参考情報


